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r8物価_1_1

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

事業数 5 基金事業数

最終事業NO 6

（単位：千円）

前回から記載内容に変
更があった事業数 #VALUE!

"うち交付対象経費のみの
変更"を除いた変更事業数 #VALUE!

（単位：千円）

Ａ

Ｂ1

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

合計  533,820  481,337  481,337 52,483 

令和７年度第３回実施計画で食料品の物価高騰に対する
特別加算の配分を受けていない市区町村は、

食料品の特別加算に関する事業をNO1に入力してください。
複数の事業がある場合は、NO2以降に記載してください。

1  -  -

2 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受けた市民の経済的負担の軽減を
図るための水道基本料金等の減免を行う取組。

○
水道基本料金等減免事業（R7補正）
【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業】

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
④消費下支え等を通じた

生活者支援
 121,500  121,500  121,500  -  990

①エネルギー、食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業
者を支援するため、水道料金のうち基本料金及び量水器使用料の3ヶ月
分を減免する。
②水道基本料金及び量水器使用料の減免
③減免額（対象：17,724件）
　基本料金：37,831,000円/月×3ヶ月＝113,493,000円
　量水器使用料：2,339,000円/月×3ヶ月＝7,017,000円
　システム改修費等：990,000円
　合計　121,500,000円
④上水道契約者（官公署等を除く）

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R8.6
対象世帯への支援
17,724件/17,724件

明記済み（HP・広報誌・事業チラシ） ホームページ 水道事業者 R8補正（地）

3 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受けた市民に対して市内で活用で
きるプレミアム商品券を発行して消費の下支えを行う取
組。

○
生活応援商品券事業
【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業】

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
①食料品の物価高騰に対

する特別加算
②物価高騰に伴う低所得
者世帯・高齢者世帯支援

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

④消費下支え等を通じた
生活者支援

 335,498  335,498  335,498  -  29,318

①エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けている市民及び小売店
等の双方を支援し、地域経済の活性化を図ることを目的として全市民に
市内店舗で活用可能なプレミアム付商品券を配布する。
②③　プレミアム付商品券　市民全員　54,800人×5,000円＝274,000,000
円　75歳以上上乗せ　2,000円×8,800人＝17,600,000円　換金時5％付
与　2,916,000,000円×5％＝14,580,000円　事務費等29,318,000円　合
計　335,498,000円
④市民

－ － － ○ ○ R8.4 議決 R8.4 R8.4 R8.10
対象世帯への支援
53,000人/53,000人

明記予定（HP・広報誌・事業チラシ） ホームページ プレミアム商品券 R8補正（地）

4 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受けた市民の防犯意識の高まりを
踏まえた防犯対策強化のための防犯カメラ等の設置に
係る補助。

○
防犯対策支援事業補助金
【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業】

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
④消費下支え等を通じた

生活者支援
 14,300  14,300  14,300  -  -

①物価高騰の影響を受けた市民の防犯意識の高まりを踏まえた防犯体
制の強化及び犯罪に対する抑止力の向上を図るため、家庭用防犯カメラ
の購入、設置を行う世帯に、その費用の一部補助を行う。(世帯1回のみ)
②対象：一定の基準を満たす家庭用防犯カメラ等
補助額：補助対象経費の1/2に相当する額とし、補助限度額は30,000円
(100円未満切捨)
③〈簡易カメラ〉440世帯×17,500円＝7,700,000円　〈モニター付カメラ〉
220世帯×30,000円（上限額）＝6,600,000円　合計14,300,000円
④市民

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3
対象世帯への支援
660世帯/660世帯

明記予定（HP・事業チラシ） ホームページ 防犯対策 R8補正（地）

5 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受けた市民の家庭におけるエネル
ギー費用負担を軽減するための省エネ性能の高い家
電の買い換えの支援。

○
省エネ家電製品買替え促進補助金
【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業】

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
⑤省エネ家電等への買い
換え促進による生活者支

援
 7,500  7,500  7,500  -  -

①エネルギー価格の高騰に伴う電気料金の抑制と温室効果ガスの排出
抑制による地球温暖化対策として省エネ家電製品を買い替える方に、そ
の費用の一部補助を行う。(世帯1回のみ)
②対象家電：省エネ基準達成率100%以上（省エネ性マーク【緑色】表示が
ある）冷蔵庫及びエアコン
補助額：補助対象経費の1/3に相当する額とし、補助限度額は30,000円
(100円未満切捨)
③250世帯×30,000円（上限額）＝7,500,000円
④市民

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.5 R9.3
対象世帯への支援
250世帯/250世帯

明記予定（HP・事業チラシ） ホームページ 省エネ家電買い替え等 R8補正（地）

6 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響による中学生の保護者の負担を軽減
するための学校給食費に対する支援。

○
小中学校給食費減免事業（R7補正）
【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業】

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
③物価高騰に伴う子育て

世帯支援
 55,022  2,539  2,539  52,483  -

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響により中学校に通学する
生徒の保護者の経済的負担軽減を図るため、保護者が負担する学校給
食費の無償化事業に交付金を活用する。（教職員を除く。）
②給食費賄材料費（中学校分）へ充当
③中学生（1,2年）800人×4,100円×11か月＝36,080,000円
　中学生（3年）　440人×4,100円×10.5か月＝18,942,000円
　合計　55,022,000円
④市内中学校に在籍する第１子及び第2子の児童生徒及び保護者
　※55,022千円のうち、R7補正分2,539千円を交付金を活用する。Ｃその
他52,483千円は一般財源を充当

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.5 R9.3
物価高騰による中学生保護者の経済的負担
軽減
対象人数　1,240人/1,240人

明記予定（HP) ホームページ 給食 R8当初（地）

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

事業始期
国の重点支援地方交付金が活用されてい

る旨の明記

配分予定額計

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和7年度本省繰越分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

小計　交付限度額（R7経済対策分）

                                                                                                  -

                                                                                                  -

                                                                                         481,337

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

                                                                                         481,337

                                                                                         166,277

エラー（自治体
名記載不備）

実施状況の公表等について
(HP、広報誌など）

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合

も含む）

481,337                                                                               国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

メールアドレス kikaku@city.bando.lg.jp

今回配分予定額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限

度額を上限として参考表記

配分予定額計
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限

度額を上限として参考表記

電話番号

令和8年度既配分額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

中山　慎一朗

                                                        481,337

都道府県・市町村コード（５桁）

都道府県区分

エラー（既配分
額記載不備）

エラー（担当
者・連絡先記載

不備）

166,277                                                                               

481,337                                                                               

481,337                                                                               

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｎｏ

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

国

の

予

算

年

度

事業終期基金
個人を対象
とした給付

金等

特定事業者
等支援

商品券等活
用事業

予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由 推奨事業メニュー ※推奨事業メニュー①について、
②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。

予算化の
方法

Ｂ
※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

令和8年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

市長公室企画課担当部局課名

08228

【08_茨城県】

08228_茨城県坂東市

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると
判断する地方単独事業」を選択した場合の、よ
り効果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係 総事業費
（単位：千円）

C

支援開始
時期

地方公共団体名（コード有り）

担当者氏名

                                                        335,498（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限
度額を上限として参考表記

                                                                                         166,277

0297-21-2181

                                                                                         481,337 移管先  交付限度額計総務省

自治体利用欄

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各
省庁の通知の発出状
況に定義されている

対象分野)

自治体利用欄

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

備考２

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事業
者の賃上げ環境整備」
における細分化項目

自治体での予
算区分


